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前 文 

 
本格的な少子高齢社会を迎えるとともに、今後は長 

期的な人口減少過程に入ることが予想される今日、人 

 

口の増加やピラミッド型の年齢構成を前提とした諸制

度の大きな転換期を迎えています。 

これまでの社会全般の枠組みや、私たちの判断と行

動の基底には、成長という規範が大きな割合を占めて

きました。我が国の高度経済成長を支えたこの考え方

は、私たちに物質的な豊かさをもたらし、生活水準の

向上に大きく貢献してきました。しかし、時代状況や

社会環境は大きく変化しています。今までの社会経済

のシステムに代わって、地球に暮らすすべての人々が

質的な豊かさを享受しうる、持続型社会を実現してい

くためのしくみづくりが不可欠になっています。そし

て、そのためには、新たな時代においてよりどころと

なる基本的な考え方や価値観を創造し、共有化すると

ともに、これをもとに社会を支えるしっかりとした土

台をつくりあげる必要があります。 

一方、こうした中で、地方分権が進み、地域社会に

おける市民の安心で豊かな暮らしを守るために果たす

べき行政の役割や機能についても変化が表れてきてい

ます。 

自立した地方自治体が、地域の判断に基づき自己責

任のもとで、自主的、自律的に行政を行っていく分権

の考え方は、新たな時代の地方自治をつくりあげてい

くための基礎となるものです。そして、こうした考え

のもとで、地域の個性を活かし、きめ細やかなまちづ

くりを進めていくために、まちづくりの主役である市

民が、自らの主体的な意思によってまちづくりを進め

ていくという、市民自治のしくみを整えるとともに、

まちづくりに参加するさまざまな主体が、それぞれの

力を持ち寄り、協力関係を築き、手を携えながら協働

のまちづくりを進めることが大切になります。 

これからの川崎のあるべき姿を展望するとき、都市

における快適で暮らしやすい環境が整うとともに、我

が国の未来を支える、あるいは、地域生活に密着した

さまざまな産業が活力にあふれて活動しているまちの

中で、すべての世代がいきいきと活躍し、そして心豊

かに生活している姿を目に浮かべることができます。 

持続型社会にふさわしい自治と分権のしくみのもと、

時代の要請に応えながら、川崎が持つ歴史と伝統を受

け継ぎ、そして豊かな可能性を最大限に追求すること

によって、活力とうるおいのある川崎を創造し、魅力

にあふれた川崎の未来を確かなものにしていくために、 

ここに、めざすべきまちづくりの基本目標を定めると 

719



 資 料 編 
 

 

ともに、取り組む基本政策を明らかにします。 

 

Ⅰ 基本構想の役割 

この基本構想において、「活力とうるおいのあるまち

をどのように育て、運営していくか」という視点から、

まちづくりの基本目標などを定めることにより、総合

的かつ計画的な市政の運営を図ることとします。 

 

Ⅱ 基本構想の構成及び前提 

今後の急速な社会経済環境の変化の中においても、

その変化に適切に対応することによって、相応の具体

性を持ちつつ、その実行性を確保するために、この基

本構想は、平成17（2005）年度から概ね10年間を

目標年次とします。 

そして、基本構想に基づく施策の具体的な取組内容

及び成果目標を明示した、今後３年間を計画年次とす

る実行計画を策定し、この基本構想と合わせて総合計

画と呼びます。 

また、この基本構想の前提として、目標年次におけ

る人口は、平成22（2010）年に137万８千人、平

成27（2015）年に138万９千人となることを想定

します。 

Ⅲ まちづくりの基本目標 

これまでの、多くの英知と努力により育てられてき

たこの川崎を、さらにさまざまな課題を解決しながら、

川崎に暮らす人々が活力とうるおいのある生活を送る

ことができるまちへと発展させていくために、新たな

時代に向けたまちづくりの基本目標を次のとおり掲げ

ます。 

 

「誰もがいきいきと心豊かに暮らせる 

持続可能な市民都市かわさき」をめざして 

 

これは、民主主義のもとでの人権の尊重と平和への

貢献を、この基本構想を貫く根本的な理念とした上で、

市民本位の自治のまちづくりを進めることを基本方針

としながら、人々の地球市民としての責任ある諸活動

のもと、川崎というまちが都市としての自立と持続可

能性を確かなものにするとともに、自助・共助・公助

のバランスのとれた地域社会の中で、川崎市民の誰も

が生きがいと幸せを感じられるような取組を推進する、

という考えを示したものです。 

そして、この基本目標の達成に向けて、川崎で暮ら 

 

 

し、活動するすべての主体が力を合わせて取り組むま

ちづくりの基本方向を次のとおり掲げます。 

１ 協働と協調をもとに、いきいきとすこやかに暮

らせるまちをつくる 

まちづくりを担うさまざまな主体のパートナ

ーシップに基づく協働の取組を進めるとともに、

市域内にとどまらず、広域的視点を大切に、近隣

自治体などとの協調や機能分担・補完を適切に行

うことによって、その成果を分ち合い、市民がい

きいきとすこやかに暮らせるまちづくりを進め

ます。 

２ 川崎の特徴や長所を活かし、持続型社会の実現

に貢献する 

川崎には、我が国有数の産業集積や豊かな地域

人材、首都圏に位置する地理的条件など、数多く

の特徴や長所があります。こうした川崎の財産を

しっかりと認識するとともに、それぞれの主体が

率先してその力を発揮し、我が国や世界がめざす、

将来にわたる生活の基盤となる、環境の保全と経

済や社会の発展とが両立できるような持続型社

会の実現に貢献することによって、国際的に存在

感のあるまちづくりを進め、また、こうしたまち

で、市民の自立的な活動が持続的・安定的に行わ

れることをめざします。 

３ 自治と分権を進め、愛着と誇りを共有できるま

ちをつくる 

地域が主体となった課題解決や身近なまちづ

くりを、わかりやすいしくみで進め、地域の力に

よってその魅力や個性を引き出すとともに、川崎

を代表する魅力を大きく育てることによって、市

民が愛着と誇りを共有できるまちづくりを進め

ます。 

 

Ⅳ 基本政策 

１ 基本政策に取り組む視点 

 

(1) 新たな時代にふさわしい価値観の創造と先

駆的な取組を進める 

少子高齢化の進行や人口減少過程への移行、

経済の低成長など、社会経済環境が変化する

中、成長を前提とするこれまでの考え方から

脱却して、新たな時代にふさわしい価値観や 

行動規範を創造し、これを認め合うことが重 
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要になります。少子高齢社会の中で高齢者が

地域の主役として活躍できるしくみづくりに

取り組むことや、地球環境に貢献する新たな

環境技術を開発し、これを産業活動の中に普

及させることなど、めざすべき持続型社会に

ふさわしい価値観に基づく取組を推進してい

くことが必要です。 

川崎には、活発な市民活動や地域活動、我が

国有数の企業の集積など、さまざまな特徴や

長所があります。こうした特徴や長所を存分

に発揮しながら、川崎から、主体的で先駆的

な取組を積み重ねることによって、社会の持

続可能性を確保する原動力の役割を果たしま

す。 

 

(2) 首都圏の好位置にある川崎としての個性を

活かす 

川崎は、首都圏の中心部に位置し、しかも東

京と横浜という巨大消費地に隣接している極

めて有利な地理的条件を備えています。こう

した交通の利便性や潜在的な集客力などを含

む優位性を十分に活かして、首都圏における

位置付けや果たしている役割をしっかりと認

識し、近隣自治体も含めた広域的・総合的な

視点から施策を展開することによって、自立

性を保ちつつ広域的に調和のとれたまちづく

りを進めます。 

 

(3) 相互信頼に基づき自立と自己決定を尊重す

る 

少子高齢化の急速な進行や人口減少過程へ

の移行など、社会構造が従来とは大きく変化

する中で、地域のさまざまな課題解決に向け

て市民活動が活発化するなど、まちづくりに

おいて行政が主体となって担ってきた領域に

変化が生まれてきています。こうしたことか

ら、今後は市民・地域・企業と行政との相互

信頼に基づいて、しっかりとしたパートナー

シップを確立し、市民や地域の自立に向けた

活動を促しながら、自己決定を尊重していき

ます。 

 

(4) 市民が実感できる効果的な政策を経営的視

点に立って創造する 

これからも厳しい財政状況が続くことが予 

想される中、活用できる財源に限度があるこ 

 

 

とから、行政が取り組む施策の厳選が必要と

なります。その際には、行政が執行する施策

の効果を市民が実感できるかどうかというこ

とが重要になります。そのために、施策展開

の着眼点を画一性重視から多様性重視へと転

換しながら、身近な日常生活圏における課題

解決に向けてきめ細やかな取組を進めます。 

さらに、こうした施策を進めるにあたっては、

地域における既存のさまざまな資源や財産を

有効に活用するほか、行政サービスの顧客と

して市民は何を望んでいるか、解決すべき課

題に対して施策が有効に機能しているかなど、

行政運営を市民本位に進めていく、顧客志向

の考え方を重視していきます。また、施策の

効果を最大限に発揮するために、地域での活

動やさまざまな団体による取組と連携・協調

するなど多種多様な事業主体や事業手法の適

切な選択も心がけていきます。 

このような経営的視点に立った施策展開に

より、財源を有効に活用して施策の効果を高

め、市民が実感できる効果的な政策を創造し

ていきます。 

 

２ 基本目標を達成する７つの基本政策 

 

(1) 安全で快適に暮らすまちづくり 

市民の日々の生活は、個人の生命や財産など

の安全が保障されることを基礎として成り立

っています。近年こうした安全が脅かされる

ような出来事が増加していることから、市民

の身近な暮らしの安全を確保するとともに、

防災体制を強化し災害に強いまちづくりを推

進します。 

また、都市の成熟化や少子高齢化によって、

市民の価値観や地域を取り巻く環境に変化が

生じており、より快適で暮らしやすい地域環

境の創造をめざし、市民協働による地域課題

の解決や、日常生活での利便性向上に向けた

取組により、市民がいつまでも地域に住み続

けたいと思えるような環境づくりを進めてい

きます。 

ア 暮らしの安全を守る 

市民の生命や生活の安全を守るため、地

域で発生する犯罪、交通事故、消費生活被害 

の防止や救急体制の充実に向けた取組を進 
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めるとともに、食品などの生活衛生環境の確

保を図ります。 

(ｱ) 市民の生活に関する身近な安全を確保

します。 

(ｲ) 市民の生命を守る救急体制の強化を図

ります。 

(ｳ) 市民の安心な暮らしを支える良好な生

活衛生環境を確保します。 

イ 災害や危機に備える 

かけがえのない市民の生命や財産を守る

ため、危機管理体制の整備を図るとともに、

自然災害や都市型災害への対策の推進、消防

力の強化などに取り組みます。 

(ｱ) さまざまな危機事象への的確な対応を

図ります。 

(ｲ) 災害への確かな備えとなる防災対策を

推進します。 

(ｳ) 火災などから市民を守る消防力の強化

を図ります。 

(ｴ) 水害から市民の生命や財産を守る治

水・雨水対策を推進します。 

ウ 身近な住環境を整える 

市民が暮らしやすいうるおいのある住環

境の整備に向けて、景観施策の推進や狭あい

道路対策などにより良好な市街地の形成を

促進するとともに、良質な居住環境の確保や、

市民主体のまちづくりへの支援などに取り

組みます。 

(ｱ) 地域特性を活かした良好な都市景観形

成を推進します。 

(ｲ) 誰もが安心して生活できる、暮らしや

すい住宅・住環境の整備を推進します。 

(ｳ) 良好な住環境を守るために、市民の提

案や自主的な活動が活きるまちづくりを

推進します。 

エ 快適な地域交通環境をつくる 

身近な地域で安全・快適に生活できるよ

うに、駅周辺などにおけるバリアフリー化の

推進や、バス交通の利便性向上、生活道路の

安全対策、さらには自転車の利用環境整備な

ど、地域の交通環境の改善を推進します。 

(ｱ) 生活に密着した身近な地域交通環境の

整備を進めます。 

(ｲ) 日常生活の利便性や安全性の向上につ

ながる、地域の生活基盤となる道路整備 

を推進します。 

 

 

(ｳ) 地域における身近な移動手段であるバ

ス輸送サービスの充実を図ります。 

(ｴ) 自転車の利用環境の向上や利用の適正

化を通じて総合的自転車対策を推進しま

す。 

オ 安定した供給・循環機能を提供する 

市民生活に必要なライフラインとして、

水源水質の保全などにより、安全な飲み水を

確実に提供するとともに、下水の処理・浄化

を推進し、快適な都市環境の確保を図ります。 

(ｱ) 市民生活に不可欠な良質な水の安定供

給を進めます。 

(ｲ) 快適な暮らしと水循環のしくみを支え

る良好な下水道環境を形成します。 

 

(2) 幸せな暮らしを共に支えるまちづくり 

高齢社会にあっても、住み慣れた地域で、個

人としての自立と尊厳を大切にし、生涯にわ

たりいきいきとすこやかに暮らせるように、

自助・共助・公助の適切なバランスを保ちな

がら、市民の安心を保障する持続型の地域福

祉社会を構築していきます。 

市民一人ひとりが自らにかかわることは自

らの責任と選択によって決定できるための取

組を促進するとともに、自立した生活を送る

上で必要な支援については、地域で活動する

さまざまな担い手による、地域社会での支え

合いや課題解決の取組を進め、さらに、市民

生活を支援する効果的できめ細やかな施策を

展開することにより、行政の責務として地域

社会に必要なセーフティネットはしっかりと

維持・提供していきます。 

ア 超高齢社会を見据えた安心のしくみを育

てる 

高齢者をはじめとするすべての市民が、

地域でいつまでも自立した生活を送ること

ができるよう、保健、医療、福祉の分野で活

動するさまざまな主体が相互に信頼し、連携

するしくみづくりを進め、安心な市民生活を

支える地域での助け合いを促進します。 

(ｱ) 市民が地域で共に支え合う福祉を推進

します。 

(ｲ) 高齢者の社会参加を通じて健康で生き

がいを持てる地域づくりを進めます。 

(ｳ) 高齢者が自立した暮らしを送れるよう 

に介護予防の促進を図ります。 
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 (ｴ) 介護を必要とする高齢者の生活を支

援する介護サービスの充実を図ります。 

イ 障害のある人が地域で共に暮らせる社会

をつくる 

障害者が、地域の中で共に暮らすことの

できる社会の実現をめざし、市民、ボランテ

ィア、福祉産業、行政などの連携による支え

合いのしくみを構築し、自立と社会参加を促

進するとともに、就労に向けた機会の確保を

図ります。 

(ｱ) 地域で共に暮らせる社会をめざして障

害への理解と支え合いを促進します。 

(ｲ) 障害者が安心して暮らすことのできる

地域生活支援の充実を図ります。 

(ｳ) 障害者の自立と社会参加を促進します。 

ウ 安心な暮らしを保障する 

失業や病気などにより、生活の維持が困

難になった人に対し、生活保護などの社会保

障制度をはじめとしたセーフティネットを

しっかりと維持し、市民の安心な暮らしを保

障します。 

(ｱ) 安心な暮らしを保障し、自立生活に向

けた取組を推進します。 

(ｲ) 市民生活を送る上での確かな安心を支

える給付制度の運営を維持します。 

エ すこやかで健全に暮らす 

日々の健康増進を通じて、健康で活力の

ある暮らしを維持することができるよう、市

民自らが生涯にわたり積極的に健康づくり

に取り組み、生活の質的豊かさを実感できる

ような環境を整備します。 

(ｱ) 市民の安心な生活につながる、こころ

と身体の健康づくりを推進します。 

(ｲ) 市民一人ひとりが主体となって取り組

む地域での健康づくりのネットワーク化

を推進します。 

オ 地域での確かな医療を供給する 

地域における医療機関相互の機能分担と

連携により良質かつ適切な医療を効果的に

提供できる体制整備を進め、すべての市民の

すこやかで自立した生活を支えます。 

(ｱ) 地域における確かな医療供給体制の確

保を図ります。 

(ｲ) 地域医療の中核機能を担い信頼される

市立病院の運営を進めます。 

(3) 人を育て心を育むまちづくり 

 

 

地域で人を育て、人が地域を育てるという新

たな価値観により、子どもから大人に至るま

での、教わる、教える、育ち、育てるといっ

た取組を、地域と行政との協働と相互信頼に

基づきながら総合的に展開することにより、

未来を担う子どもたちがたくましく生きる力

を身につけ、すこやかに成長する姿を市民が

実感できるような地域社会をつくります。 

また、市民が生涯を通じていきいきと学び、

活動することを支援し、多様な市民の経験や

能力が地域の中で活かされるような環境づく

りを進めるとともに、人権が尊重され、誰も

が共に生きていける社会の構築を進めていき

ます。 

ア 子育てを地域社会全体で支える 

子育ての不安を解消し、安心して子ども

を産み、育てることができる社会をめざし、

総合的な子育て支援体制を確立し、多様な子

育てサービスを選択、利用することのできる

環境づくりを進めます。また、地域において

子どもたちがさまざまな体験をする機会を

提供することにより、個々の子どもが持つ特

性に応じて、のびのび育つことのできる健全

な育成環境をつくります。 

(ｱ) 安心して子育てできる地域の環境づく

りを進めます。 

(ｲ) 子どもがすこやかに育つ地域の環境づ

くりを進めます。 

(ｳ) 子育てを総合的に支援する体制づくり

を推進します。 

イ 子どもが生きる力を身につける 

子どもが生きる力を身につけるために、

家庭・学校・地域の多様な人々とのつながり

の中で、子どもたちの人権を尊重しながら、

確かな学力の定着を図り、豊かな人間性の育

成、たくましく生きるための健康・体力の向

上をめざした教育を進めます。 

(ｱ) 学校の教育力向上を図るなど子どもの

すこやかな成長を保障します。 

(ｲ) 教育施設の計画的な整備や学校の適正

規模・適正配置により、教育環境の整備

を進めます。 

(ｳ) 地域住民の参加による地域に開かれた

特色ある学校づくりを進めます。 

ウ 生涯を通じて学び成長する 

市民の学習や活動がより豊かに行われ、 
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学習の成果が地域社会へ還元されるととも

に、相互に学び合える環境づくりに向け、市

民の主体的で多様な学習活動を支援します。 

(ｱ) 市民が自らいきいきと学び、活動する

ための環境づくりを進めます。 

(ｲ) 地域が主体となって取り組むスポー

ツ・レクリエーション活動の支援を進め

ます。 

エ 地域人材の多様な能力を活かす 

生涯にわたる生きがいの創出や地域社会

の活性化を図るために、シニアや若者などさ

まざまな世代の市民が持つ多様な能力を発

揮する場を広げるとともに、大学などの教育

機関を地域で活かすしくみづくりの推進や、

若者の社会参加への支援を行います。 

(ｱ) シニア世代が地域社会の中で豊かな経

験を活かすためのしくみづくりを進めま

す。 

(ｲ) 大学などとの連携によって高等教育機

関の力を地域で活かすしくみづくりと若

者の社会参加への支援を進めます。 

オ 人権を尊重し共に生きる社会をつくる 

すべての市民が人間としての尊厳や人権

を尊重され、それぞれの違いを認め合い、共

に生きることのできる地域社会の実現と平

和への貢献に向けた取組を進めます。 

(ｱ) 平等で差別のない地域社会の実現に向

けて人権・共生施策を推進します。 

(ｲ) 男女の人権が等しく尊重され、その個

性と能力が十分に発揮される男女共同参

画社会の形成に向けた施策を推進します。 

(ｳ) 恒久平和をめざした平和施策を推進し

ます。 

 

(4) 環境を守り自然と調和したまちづくり 

持続型社会を実現し、人々の暮らしを確かな

ものにしていくための地球環境配慮の考え方

を基本的な価値観としながら、快適な市民生

活を守るための地域の環境対策に取り組むと

ともに、廃棄物の抑制やリサイクルなど、循

環型社会の構築をめざした責任ある行動を推

進します。 

また、生活にうるおいとやすらぎをもたらす

市民共有の貴重な財産である緑を、次世代に

継承していくために、適切な保全と育成を図 

るほか、市民が憩い、親しむことのできる緑 

 

 

環境を協働の取組によりつくりだしていきま

す。 

ア 環境に配慮し循環型のしくみをつくる 

持続可能な社会の形成に向けて、市民・

事業者・行政が共に地球環境に配慮した責任

ある行動の主体として、地域レベルから地球

温暖化防止に取り組むほか、廃棄物の発生・

排出抑制やリサイクルの推進などにより、循

環型のしくみづくりを進めます。 

(ｱ) 地域からの活動による地球温暖化防止

対策を推進します。 

(ｲ) ごみをつくらない社会の実現に向けて、

廃棄物の発生・排出抑制やリサイクルを

推進します。 

(ｳ) すべての主体の責任ある行動による環

境配慮型社会の形成に向けた取組を進め

ます。 

イ 生活環境を守る 

市民の快適な生活環境の創造に向けて、

市民生活に密接に関係する大気や水、自動車

排出ガスなどの環境対策を着実に行うとと

もに、ダイオキシン類などの新たな課題につ

いても対策を推進します。さらに、資源にな

らないごみについては、環境への影響をでき

る限り抑制する観点から適正な処理を進め

ます。 

(ｱ) 健康的で快適な市民生活を守る地域環

境対策を推進します。 

(ｲ) 地域の生活環境を守る廃棄物対策を推

進します。 

ウ 緑豊かな環境をつくりだす 

良好な自然環境を次世代に継承していく

ため、多摩丘陵などの貴重な緑の保全と育成

に取り組みます。また、憩いとうるおいの場

をつくりだすため、公園緑地の整備や水と親

しむ空間づくりを進めるとともに、協働の取

組による身近な緑の創出・育成を推進します。

さらに、貴重な環境資源である都市農地の保

全に向けた取組を進めます。 

(ｱ) 市民共有の貴重な財産である多摩丘陵

の緑の保全と育成を図ります。 

(ｲ) 生活にうるおいとやすらぎをもたらす

魅力ある公園緑地や水と親しむ空間の整

備を推進します。 

(ｳ) 協働の取組によって、市民の共有の財 

産である緑の創出と育成を進めます。 
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(ｴ) 市民が農に親しむために、都市農地の

多面的な機能の活用を図ります。 

 

(5) 活力にあふれ躍動するまちづくり 

環境と産業が調和した持続可能な社会をめ

ざし、首都圏における川崎の地理的優位性や

我が国を代表する先端技術産業の集積、数多

くの研究開発機関の立地などを活かして、活

力ある産業の創出や臨海部の再生、さらには

環境や福祉をはじめとした新産業の創造・育

成など、国際競争力の強化と国際社会への貢

献に向けた取組を推進します。 

また、都市拠点や基幹的な交通網などについ

ては、首都圏における川崎の位置付けや役割

を認識しながら、市民の行動範囲の広域化や

近隣都市との機能分担を踏まえ、市域を越え

て広域的な調和を重視するとともに、地域生

活圏における相互の適切な連携をめざした、

広域調和・地域連携型のまちづくりを基本に、

民間活力との連携を図りながら総合的・効果

的な整備を進めていきます。 

ア 川崎を支える産業を振興する 

活力ある地域社会と豊かな市民生活の実

現に向けて、産業集積の形成、産業立地の誘

導、ものづくり機能の高度化などを通じて確

かな川崎の産業基盤を築くとともに、地域に

根ざした中小企業の育成・支援、魅力ある地

域商業や都市農業の振興などを図ります。 

(ｱ) 産業の競争力強化と活力ある産業集積

の形成を図ります。 

(ｲ) 研究開発型都市を支えるものづくり産

業の高度化・複合化を推進します。 

(ｳ) 魅力ある生活拠点の形成やコミュニテ

ィづくりなどのまちづくりと連動した地

域商業の振興を図ります。 

(ｴ) 地域経済の担い手である中小企業の経

営環境の整備を推進します。 

(ｵ) 安定した農業経営の基盤づくりを支援

し、都市農業の振興を図ります。 

イ 新たな産業をつくり育てる 

地域経済に新たな活力を吹き込む産業の

創出をめざして、新分野に挑戦する起業、創

業の支援や暮らしに貢献する福祉産業、環境

関連産業などの振興を図るとともに、科学技

術を活かした新たな産業の創出・育成に向け 

た基盤整備を推進します。 

 

 

(ｱ) 新事業創出のしくみづくりを進めます。 

(ｲ) 持続的で豊かな市民生活を支援する新

たな産業の育成を図ります。 

(ｳ) 地球環境にやさしい新エネルギー産業

の育成を図ります。 

(ｴ) 未来を拓く科学技術を活かした研究開

発基盤の強化を図ります。 

ウ 就業を支援し勤労者福祉を推進する 

意欲ある人が自らの能力や個性を活かし

て働くことができるよう、人材育成や多様な

就業機会の確保に向けた支援を促進すると

ともに、勤労者福祉の推進や技術・技能の奨

励・継承のための施策に取り組みます。 

(ｱ) 地域経済に人材を活かすしくみづくり

を進めます。 

(ｲ) 技術技能者、自営業者などの就業環境

や福祉の向上のための勤労者施策を推進

します。 

エ 川崎臨海部の機能を高める 

臨海部の産業再生・都市再生・環境再生

をめざす国際環境特別区構想の実現に向け

て、首都圏における優位性を活かした国際競

争力の強化を図るとともに、環境技術を活用

した国際貢献や先端的な研究開発拠点の形

成促進、さらには、川崎港の機能強化とあわ

せた陸・海・空の物流拠点の形成などを推進

します。 

(ｱ) 臨海部の産業再生を推進します。 

(ｲ) 臨海部の都市再生を推進します。 

(ｳ) 羽田空港再拡張・国際化に対応した都

市の基盤づくりを進めます。 

(ｴ) 広域連携による港湾物流拠点の形成を

図ります。 

(ｵ) 市民に開かれた安全で快適な臨海部の

環境再生を図ります。 

オ 都市の拠点機能を整備する 

活力にあふれた都市づくりをめざし、市

民の行動圏の広域化を踏まえ、隣接都市拠点

との機能分担を考慮した魅力ある広域調和

型の拠点整備を推進するとともに、市内主要

ターミナル駅周辺を中心とした利便性の高

い生活拠点の形成と連携による地域連携型

のまちづくりを進めます。 

(ｱ) 民間活力を活かした魅力ある広域拠点

の形成を図ります。 

(ｲ) 個性ある利便性の高い地域生活拠点の 
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整備を進めます。 

カ 基幹的な交通体系を構築する 

都市機能の向上を図るため、首都圏にお

ける川崎の位置や役割を踏まえ、基幹的な広

域交通幹線網の整備を進めるとともに、市内

交通の円滑化と市民の利便性向上を図る市

域の交通幹線網の整備を推進します。 

(ｱ) 広域的な交通幹線網の整備を進めます。 

(ｲ) 市内交通の円滑化に向けて市域の交通

幹線網の整備を進めます。 

 

(6) 個性と魅力が輝くまちづくり 

地域の歴史や文化に根ざした川崎らしさを

大切にするとともに、さらに新しい魅力を創

造し、それらが互いに融合し合いながら変貌

を遂げる川崎の姿を発信することにより、都

市イメージの向上と、多くの人々が集う賑わ

いのあるまちづくりを進めます。 

また、市民が自ら暮らすまちに、いつまでも

愛着と誇りが持てるよう、市民の文化・芸術

活動を支援するとともに、個性にあふれ国際

性に富んだ多様な文化の振興や地域間交流を

推進するほか、多摩川をはじめとした貴重な

地域資源を活かし、川崎の魅力として育てて

いきます。 

ア 川崎の魅力を育て発信する 

市民が愛着と誇りを持てるまちづくりを

めざし、音楽やスポーツなど川崎を代表する

魅力を大きく育てるとともに、歴史・文化に

育まれた産業施設や観光資源などに光をあ

て発信することにより、まちの賑わいを創出

し、都市イメージの向上を図ります。 

(ｱ) 地域の資源を活用した新たな観光の振

興を図ります。 

(ｲ) 川崎の豊かな音楽資源を活かした「音

楽のまち・かわさき」を推進します。 

(ｳ) 愛着と誇りを育てるホームタウンスポ

ーツの振興を図ります。 

(ｴ) 各区の個性としての地域資源を活かし

た魅力づくりを進めます。 

(ｵ) 川崎の多彩な魅力を発信して都市イメ

ージの向上を図ります。 

イ 文化・芸術を振興し地域間交流を進める 

豊かでうるおいのある市民生活と個性あ

る地域づくりをめざし、多様な文化・芸術資 

源を活かしながら、市民による文化・芸術 

 

 

活動を振興するとともに、姉妹・友好都市

などとの国際交流や地域間交流を推進しま

す。 

(ｱ) 地域に根ざした市民の文化・芸術活動

を振興します。 

(ｲ) 地域性や国際性の豊かな、個性ある多

様な文化の振興を図ります。 

(ｳ) 姉妹・友好都市との交流をはじめとす

る国際交流を推進します。 

(ｴ) 市民主体による地域間の交流を推進し

ます。 

ウ 多摩川などの水辺空間を活かす 

多くの市民が楽しみ憩える環境の創出を

めざし、多摩川や二ヶ領用水などの貴重な資

源を有効に活用し、市民活動団体やNPO、

国などとの協働・協調の取組により、魅力あ

る水辺空間づくりを推進します。 

(ｱ) 多摩川の魅力を活かす総合的な取組を

進めます。 

(ｲ) 市民が憩える場として水とのふれあい

の場づくりを進めます。 

 

(7) 参加と協働による市民自治のまちづくり 

本格的な地方分権時代を迎える中で、個性豊

かで活力に満ちた地域社会の実現に向けて、

新たな自治のしくみをつくり、市民本位の行

政運営を推進するとともに、地域課題の解決

や新たな公共サービス提供のための環境を整

備し、市民と行政の協働によるまちづくりを

推進します。 

また、市民参加による地域主体のまちづくり

に向けて、地域の課題を解決できる区役所の

機能を整えるほか、迅速で的確な総合相談サ

ービスの提供や情報環境の整備を進め、市民

満足度の高い行政サービスを提供していきま

す。 

ア 自治と協働のしくみをつくる 

本格的な少子高齢社会の到来などに伴う、

市民の価値観の変化と市民ニーズの多様化

に的確に対応し、個性豊かで活力に満ちた地

域社会を形成するため、分権時代にふさわし

い新たな自治のしくみづくりと市民と行政

による協働のまちづくりを推進します。 

(ｱ) 分権時代の新たな自治のしくみづくり

を進めます。 

(ｲ) 協働のまちづくりを推進します。 
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イ 市民と協働して地域課題を解決する 

市民参加による地域主体のまちづくりを

進めるため、地域の課題を発見し、解決でき

る区役所づくりを推進します。また、便利で

快適なサービスが効率的、効果的かつ総合的

に提供できるよう区役所の整備を進めます。 

(ｱ) 区における地域課題への的確な対応を

図ります。 

(ｲ) 区における市民活動支援施策を推進し

ます。 

(ｳ) 便利で快適な区役所サービスの効率

的・効果的・総合的な提供を図ります。 

(ｴ) 市民参加による区行政を推進します。 

ウ 市民満足度の高い行政サービスを提す   

る 

情報化による効果的な行政サービスの提

供や情報共有のしくみづくりを進めるとと

もに、さまざまな問合せや相談に迅速で適切

な対応を図るための総合的な体制を整備し、

市民満足度の高い行政サービスを提供しま

す。 

(ｱ) 市民本位の情報環境の整備を進めます。 

(ｲ) 迅速で的確な総合相談サービスの提供

を図ります。 

Ⅴ 基本構想の実現に向けて 

１ 分権の推進と市民自治の確立 

地方分権の大きな流れの中で、分権時代にふさ

わしい新たな自治のしくみづくりと市民と行政

による協働のまちづくりを推進し、市民本位の行

政運営の確立を図ります。 

２ 新たな時代にふさわしい行財政システムの構築 

この基本構想に掲げる政策の実施を通じて新

たな川崎の姿をつくりあげていくために、新たな

時代にふさわしい行政の姿や役割を整理し、効率

的で効果的な行財政システムをめざした改革を

推進します。 

３ 地域経営の確立 

さまざまな環境変化や諸課題に適切に対応し

ながら、安定的な市民福祉と持続可能な行政運営

を確保していくために、自助・共助・公助のバラ

ンスを重視した地域経営の確立を図ります。 
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● 実行計画の策定経過 
 

■２０１０（平成２２）年 
 

４月２０日       「第 3期実行計画策定方針」の策定・公表      
 

      ４月中旬～６月末    「事務事業総点検」の実施             

（３か年の事業目標に対する達成状況の見込みを

把握） 
 

５月中旬～５月下旬   「主要課題調整（スプリングレビュー）」      
 

７月上旬～８月上旬   「主要課題調整（サマーレビュー）」        
 

      ９月２日        「第３期実行計画素案策定資料」の公表         
 

９月上旬～１月下旬   「平成２３年度予算編成」             
 

      ４月２７日～１１月１日 「出前説明会」の実施               
 

１０月２５日       「第３期実行計画素案」の策定・公表          
 

     １０月６日        「市政だより（特別号）」の発行          
 

１０月８日～１１月９日  「パブリックコメント手続」の実施         
 

１０月１２日～２７日   「タウンミーティング」の開催           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１０月中旬～１１月上旬  「主要課題調整（オータムレビュー）」       
 

１２月上旬～１月中旬   「事務事業総点検」の実施             

（３か年の事業目標に対する達成状況を把握） 
 

■２０１１（平成２３）年 
 

１月下旬～３月末    「施策評価」の実施                
 

２月７日        「第３期実行計画案」の公表          
 

３月          川崎再生フロンティアプラン「第３期実行計画」の策定  

 

 

 

１２日 多摩市民館・大ホール 

１４日 宮前市民館・ホール 
１５日 麻生市民館・ホール 
２１日 高津市民館・ホール 
２３日 総合福祉センター（エポックなかはら）・ホール 

２５日 産業振興会館・ホール 

２７日 サンピアンかわさき（労働会館）・ホール 
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● 「タウンミーティング」・「パブリックコメント手続」等の実施状況 
 

■「タウンミーティング」の実施状況 

   タウンミーティングでは、「第３期実行計画素案」とともに「新たな行財政改革プラン素案」

についても説明し、御意見を伺いました。 
 

意    見    数 

開 催 日 会    場 

 

参加者 

 

（人） 

実行

計画

（件）

改革

プラン

（件）

市政

全般

（件）

その他

 

（件）

計 

 

（件）

うち発

言者数

（人）

2010(平成22)年          

１０月１２日（火） 

１８：３０～ 
多摩区 

多摩市民館

・大ホール
３２９ ７２ １４ ７ ６ ９９ １３

１０月１４日（木） 

１３：３０～ 
宮前区 

宮前市民館

・ ホ ー ル
２７２ ３７ １２ ５ ３ ５７ １０

１０月１５日（金） 

１８：３０～ 
麻生区 

麻生市民館

・ ホ ー ル
２９０ ４９ ６ ３ ３ ６１ １３

１０月２１日（木） 

１８：３０～ 
高津区 

高津市民館

・大ホール
３１７ ２７ ４ ２ ２ ３５ １２

１０月２３日（土） 

１８：３０～ 
中原区 

総合福祉セ
ンター（エポ
ックなかは
ら）・ホール

３０４ ６０ ７ ５ ９ ８１ ９

１０月２５日（月） 

１８：３０～ 
幸 区 

産業振興会

館・ホール
３１５ ２８ １３ ２ ４ ４７ １２

１０月２７日（水） 

１８：３０～ 
川崎区 

サンピアン
か わ さ き 
（労働会館）
・ ホ ー ル 

５５１ ５７ ２５ ３ ４ ８９ １１

合  計 ２,３７８. ３３０ ８１ ２７ ３１ ４６９ ８０

 

 

■「パブリックコメント手続」の実施状況 

  

 

 

 

 

 

 
 
 

 ※新行財政改革プランに対するご意見（５３件）を含みます。 

 

■「出前説明会」の実施状況 

 

意見提出方法 意見提出者数 意 見 数 

メ ー ル ４０人 ６７件 

ファックス ５７人 １５７件 

郵 便 ７人 １８件 

持 参 ２０人 ５０件 

合   計 １２４人 ２９２件 

実 施 期 間 開 催 数 参 加 者 数 

４月２７日(火)～１１月１日（月） １００回 １,９９３人 
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● 実行計画と連携する政策領域別計画 
 

本計画における政策体系のうち、一定の政策分野を担い、施策の目標や、その達成に向けた、より

具体的な事務事業の取組計画をとりまとめたものとして、さまざまな政策領域別計画があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各基本政策と政策領域別計画の関係は次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

総  合  計  画 

７つの基本政策に基づく政策体系

実 行 計 画 
７つの基本政策に基づく施策計画

一定の政策分野について

の具体的な取組計画 

総合計画と連携

政策領域別計画

基本政策と政策領域別計画 

安全で快適に 

暮らす 

まちづくり    

○消費者行政推進計画、○地震防災戦略、○耐震改修促進計画、 

○公共建築物（庁舎等）に関する耐震対策実施計画 

○重要建築物及び特定建築物以外の庁舎等に関する耐震対策実施方針 

○景観計画、○住宅基本計画、○第２次公営住宅ストック総合活用計画、 

○都市計画マスタープラン、○川崎市バス事業ステージアップ・プラン 

○水道事業の中長期展望、○水道事業の再構築計画、○下水道事業中期経営計画 

  幸せな暮らしを 

共に支える 

まちづくり 

人を育て 

心を育む 

まちづくり 

環境を守り 

自然と調和した

まちづくり 

活力にあふれ 

躍動する 

まちづくり 

参加と協働に 

よる市民自治の 

まちづくり 

個性と魅力が 

輝く 

まちづくり 

○第３期地域福祉計画、○第４期高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画 

○第３次かわさきノーマライゼーションプラン、○第２期 川崎市ホームレス自立支援実施計画

○特定健康診査等実施計画、○かわさき健康づくり21追補版、○第２期川崎市食育推進計画

○地域保健医療計画、○第２次川崎市病院事業経営健全化計画 

○次世代育成支援対策行動計画（後期計画）、○教育プラン、○第２期保育基本計画 

○健やか親子21（第３期計画）、○青少年プラン、○第２期母子家庭等自立促進計画 

○特別支援教育推進計画、○川崎市人権施策推進基本計画、 

○子どもの権利に関する行動計画（第３次）、○ＤＶ被害者支援基本計画、 

○男女平等推進行動計画（第２期） 

○環境基本計画、○地球温暖化対策推進基本計画、○一般廃棄物処理基本計画 

○かわさき生ごみリサイクルプラン、○産業廃棄物処理指導計画、○河川水質管理計画 

○緑の基本計画、○地下水保全計画、○「農」の新生プラン 

○産業振興プラン、○工業用水道事業の中長期展望、○工業用水道事業の再構築計画 

○科学技術振興指針、○商業振興ビジョン、○中央卸売市場北部市場中長期プラン基本計画 

○コンテンツ産業振興ビジョン、○福祉産業振興ビジョン、○川崎市知的財産戦略 

○臨海部再編整備基本方針、○川崎港港湾計画、○道路整備プログラム 

○観光振興プラン ○シティセールス戦略プラン ○文化芸術振興計画 ○多摩川プラン 

○第２次川崎市情報化基本計画  
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基本政策Ⅰ「安全で快適に暮らすまちづくり」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画期間

策定・改定年度

消費者行政推進計画

地震防災戦略

耐震改修促進計画

公共建築物（庁舎等）に関する耐震対策実施計画

重要建築物及び特定建築物以外の庁舎等に関する耐震対策実施方針

景観計画

住宅基本計画

第２次公営住宅ストック総合活用計画

都市計画マスタープラン

川崎市バス事業ステージアップ・プラン

水道事業の中長期展望

水道事業の再構築計画

下水道事業中期経営計画

2009

・Ⅰ-５-(１)
中長期展望の実施計画として、健全な経営基盤の確立のため、給

水能力の見直しを主軸とし、施設形態のあり方や事業執行体制の

再編などの取組を推進するための計画 2010

2011～2013

地域のまちづくりの課題に対する効果的・効率的な解決に向け、

めざすべき都市像やまちづくりの基本的方向など今後の都市計画

の基本的方針を定め、計画的な都市計画行政や市民との協働によ

るまちづくりの指針とするための計画

2011～2013

・Ⅰ-５-(１)

将来需要に基づく適正な事業規模とすることを基本に、施設及び

執行体制のあり方、環境への配慮などについて、中長期的な構想

に基づき効率的で効果的な事業執行を確保するための計画
2010

2007～2015
・Ⅰ-２-(２)①、④

・Ⅰ-３-(２)③

重要建築物及び特定建築物に該当する公共建築物のうち義務教育

施設、市営住宅及び企業会計の施設を除く５３棟について耐震対

策を集中的かつ効果的に推進するための計画 2007

2009～2015
・Ⅰ-２-(２)①、④

・Ⅰ-３-(２)③

重要建築物及び特定建築物に該当しない附属的施設など小規模な

公共建築物（市営住宅及び企業会計の施設を除く）について、耐

震対策実施の優先度や実施方針を整理し、効率的・効果的に耐震

対策に取り組む計画

更新時期を迎える市営住宅について、急速な高齢化社会の進展を

踏まえた安全・安心な市営住宅ストックの形成に向け、建替・改

善などの事業手を適切に選択し、ストックを総合的に活用するた

めの計画 2006

2007～2027

2005

・Ⅰ-３-(１)-①

2007

2006～2015

大規模地震による建築物の倒壊等の被害を未然に防止し、市民の

生命財産の保護を目的として、既存不適格建築物の耐震性の向上

を図るため、住宅及び特定建築物の耐震化の目標を2015年まで

に90%とする計画。

・Ⅰ-３-(３)

・Ⅰ-４-(３)-①、③

2009～2013

2006～2026

2006

2008

2007

市バスのサービススタンダードを構築し、お客様サービスのより

一層の向上を図るとともに、経営改善と増収に向けた取組を推進

し、計画期間最終年度の単年度収支均衡と計画期間後における持

続可能な経営基盤の確立をめざした計画

市民・事業者・市の協働により、地域特性を活かした身近な景観

づくりや個性と魅力ある景観づくりを推進するため、方針や行為

の制限などを定めた計画

2007～2015
・Ⅰ-２-(２)-④

・Ⅰ-３-(２)-③

関連する政策領域

2011～2013

2010

2011～2015

・Ⅰ-２-(２)

本市域に大規模な被害をもたらす恐れのある地震の人的及び経済

被害に対する減災目標、及びその達成のために必要な施策に係る

具体的な目標と達成時期を明らかにし、被害軽減のための対策を

着実に推進していくための計画 2010

・Ⅰ-１-(１)
消費者を取り巻く環境を的確にとらえ、中期的な視点から市全体

で取り組むべき課題や方向性を明確にし、消費者行政を総合的・

体系的に推進するための計画

計画名及び計画概要

・Ⅰ-２-(４)-①、Ⅰ-５-(２)

・Ⅳ-２-(１)-⑤

下水道事業が今後の社会経済環境の変化に適切に対応していくた

め、基本方針、経営の健全化に向けた取組、財政収支計画などを

盛り込んだ計画 2010

・Ⅰ-３-(２)-②

2011～2013

住宅を取り巻く状況の変化に対応し、誰もが安心して地域で住み

続けられる居住環境の整備や市民の多様なニーズに的確に応えら

れる住宅市場の活用など、住宅政策の基本指針を示すための計画

2005～2014

・Ⅰ-３-(２)-②、③、④
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基本政策Ⅱ「幸せな暮らしを共に支えるまちづくり」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画期間

策定・改定年度

第３期地域福祉計画

第４期高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画

第３次かわさきノーマライゼーションプラン

第２期 川崎市ホームレス自立支援実施計画

特定健康診査等実施計画

かわさき健康づくり21追補版

第2期川崎市食育推進計画

地域保健医療計画

第２次川崎市病院事業経営健全化計画

2008～2012
・Ⅰ-１-(２)、Ⅰ-１-(３)-①、②、④

・Ⅱ-５

保健、医療のサービス供給体制の確立、総合的な健康増進体制及

び環境衛生体制の充実について、市民、関係機関、行政の役割分

担を明確にし、相互の連携を図りながら、保健医療の基盤づくり

や保健・医療・福祉の連携を推進するための計画 2007

2011～2013

・Ⅱ-４-(２)-①

市民一人ひとりが、食に関する知識と食を選択する力を養い、健

全な食生活を実践していけるよう、家庭、学校、地域等さまざま

な分野との連携のもとに食育を推進するための計画
2010

2011～2012

・Ⅱ-４

日常生活をより健康的に改善し疾病を予防する「一次予防」に重

点をおき、その重要な課題となる分野ごとに定めた具体的な目標

に向かって市民が主体的に取り組む健康づくりの運動を社会全体

で総合的に支えていくことをめざす計画 2010

2008～2012

・Ⅱ-３-(２)-①

本市国民健康保険被保険者に対し、メタボリックシンドローム

（内臓脂肪症候群）の該当者・予備群が2012年度までに10％減

少（2015年度までに25％減少）することを目標とし、中長期的

な医療費の伸びの適正化を図る計画 2007

障害者支援の基本的な理念であるノーマライゼーションとリハビ

リテーションの理念の下に、障害者の自立した地域生活の支援に

に向けた基本的な方向性を定め、障害福祉サービスの提供を推進

するための計画 2008

2009～2013

・Ⅱ-３-(１)-②

ホームレスに関する諸課題の解決に向けた基本目標と基本方針、

達成に向けた具体的な取組を掲げて、本市の実情に応じた施策を

推進するための計画
2008

高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らせるように、高齢者保健

福祉及び介護保険に係る総合的なサービスの供給を図り、持続可

能な高齢者施策を展開するための計画
2008

2009～2013

・Ⅱ-２

計画名及び計画概要 関連する政策領域

2009～2011

・Ⅱ-５-(２)

市立病院が、質の高い安全で安心な医療を継続的かつ安定的に提

供するという使命を果たし、市民の信頼に応えるため、更なる病

院事業の経営健全化を図るための計画
2008

誰もが地域で安心して暮らせるように、地域内の住民、団体・組

織、企業と行政等とが連携した地域づくりや支え合いの活動に取

り組み、地域福祉を推進していくための計画
2010

2009～2011

2011～2013
・Ⅱ

・Ⅲ

・Ⅱ-１-(２)、(３）、(４)
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基本政策Ⅲ「人を育て心を育むまちづくり」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画期間

策定・改定年度

次世代育成支援対策行動計画（後期計画）

教育プラン

第2期保育基本計画

健やか親子21（第3期計画）

青少年プラン

第2期母子家庭等自立促進計画

特別支援教育推進計画

2004

川崎市人権施策推進基本計画

子どもの権利に関する行動計画（第３次）

ＤＶ被害者支援基本計画

男女平等推進行動計画（第２期）

2009

2011～2013

・Ⅲ-５-(２)-①

2010～2014

・Ⅲ-５-(１)-①、Ⅲ-５-(２)

2009

2009～2013

市内全域における人口増加傾向や女性の就労機会の増大等によ

り、増加する保育需要や多様化する保育ニーズに対応するため、

在宅児を含めた子育て支援策を総合的に推進するための計画
2010

ＤＶ防止法に基づき、ＤＶ被害者とその子どもを含む同伴者の安

全と安心に配慮した総合的なＤＶ施策を推進するための計画

母子保健の国民運動計画として策定された国の健やか親子21に

基づき、地域の中で、子どもと親が健康で元気に育ち、いきいき

と楽しい子育てができるよう環境整備を推進するための計画
2010

2010

・Ⅲ-５-(１)-②

・Ⅲ-１-(3)-④

・Ⅲ-１-(２)

・Ⅲ-１-(１)、Ⅲ-２、Ⅲ-３

・Ⅵ-１-(３)、Ⅵ-２-(１)

・Ⅲ-１-(１)-①、②、③

・Ⅲ-１-(１)-②、⑤、Ⅲ-１-(３)

・Ⅲ

計画名及び計画概要 関連する政策領域

2010～2014次代の社会を担う子どもがすこやかに生まれ、育成される社会を

形成するため、社会全体ですべての子育て家庭を対象とした支援

を行えるように、市民、事業者、関係団体、行政などの各主体の

取組を推進するための計画 2009

男女が共に自立し、平等で快適に生きられる地域社会の実現をめ

ざし、快適な生活優先型社会の実現に向けた環境づくり、男女平

等推進のための意識啓発などの取組を、総合的に推進するための

計画

子どもの意見表明・参加を中心に、子どもの権利保障を図るため

の目標と取組を示すとともに、子どもにかかわる市民や市民グ

ループ等との連携・協働を進めることなどにより、子どもの権利

保障を総合的に推進するための計画

2010～2014

教育・学習、文化・スポーツなどの各分野にわたって、すべての

市民がいきいきと学びあうことのできる学習社会を実現するため

の教育行政の基本的な計画
2004

2005～2014

2011～2015

2011～2014

2006

2007～2015

・Ⅲ-５

すべての市民が等しく人間として尊重される社会をめざして、人

権施策を総合的・計画的に推進するための計画

2009～2015

母子及び寡婦福祉法に基づき、生活支援、自立支援、就業支援な

ど、ひとり親家庭等への支援を総合的に推進するための計画

次代を担う青少年が未来に希望を持ち、社会的に自立した人間と

してすこやかに成長するための共生・共育の社会づくりをめざ

し、青少年施策の基本的な方向性を明確にするための計画

従来の障害児教育の対象だけでなく、ＬＤ、ＡＤＨＤ、高機能自

閉症等の障害のある児童生徒への対応を含め、一人ひとりの教育

的ニーズを把握し、適切な支援を行うための計画

2008

2009

2005～2014

・Ⅲ-２-(１)
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基本政策Ⅳ「環境を守り自然と調和したまちづくり」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画期間

策定・改定年度

環境基本計画

地球温暖化対策推進基本計画

一般廃棄物処理基本計画

かわさき生ごみリサイクルプラン

産業廃棄物処理指導計画

河川水質管理計画

緑の基本計画

地下水保全計画

「農」の新生プラン

2011～2020

・Ⅳ-１-(１)

環境と経済の調和と好循環による低炭素社会の実現をめざし、本

市の地球温暖化対策を総合的かつ計画的に推進するための計画

2010

「農」のあるライフスタイルをめざして、市民とつくるかわさき

農業の振興、農に親しむしくみの確立、多面的な機能を発揮する

都市農地の保全と活用を推進するための計画

・Ⅳ-３-(４)

・Ⅴ-１-(５)

2005～2014

2004

計画名及び計画概要 関連する政策領域

2011～2020

・Ⅳ

環境基本条例に定める環境政策の理念を実現するため、同条例に

基づき、本市の環境行政を総合的かつ計画的に推進するための計

画
2010

・Ⅳ-１-(１)-②、Ⅳ-１-(２)-①

持続可能な循環型の生ごみリサイクルシステムの構築をめざし、

市民・事業者・市が協働して、生ごみの発生・排出抑制や、資源

としての生ごみの有効活用を推進することにより、生ごみの減量

を図るための計画 2006

2005～2014

・Ⅳ-１-(２)、Ⅳ-２-(２)

地球環境にやさしい持続可能な循環型のまちづくりをめざし、市

民・事業者・行政が環境への意識を共有するとともに、ごみの減

量・リサイクルの推進と環境への負荷を低減する循環型社会の構

築を図るための計画 2005

2007～2015

1993～2009
・Ⅳ-２-(１)-①

・Ⅵ-３

21世紀に向けてよりよい快適環境の保全と創造をめざすため、

身近な川や親水施設の水質管理における環境目標等を定め、その

達成のための方策を総合的に体系化し、身近な水辺の環境改善を

着実に推進するための計画 1993

2011～2015
・Ⅳ-１-(２)-①

・Ⅳ-２-(２)-⑤

産業廃棄物の発生抑制、減量化・資源化による循環的利用及び適

正処理等を促進するため、市の産業廃棄物行政の方向性や排出事

業者、処理業者等に対する指導方針等を明らかにする計画
2010

2002～2010
・Ⅳ-３-(２)-③

・Ⅵ-３-(２)-①

湧水地の調査等による地下水状況の把握や、地下水揚水量の管理

など、水循環を考慮した総合的、計画的な地下水対策を実施し、

水循環の健全化を図るための計画
2004

2008～2017
・Ⅳ-３

・Ⅵ-３

市域における緑の保全及び緑化の推進に係る施策を総合的かつ計

画的に推進するための計画

2007
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基本政策Ⅴ「活力にあふれ躍動するまちづくり」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画期間

策定・改定年度

産業振興プラン

工業用水道事業の中長期展望

工業用水道事業の再構築計画

科学技術振興指針

商業振興ビジョン

中央卸売市場北部市場中長期プラン基本計画

コンテンツ産業振興ビジョン

福祉産業振興ビジョン

川崎市知的財産戦略

臨海部再編整備基本方針

川崎港港湾計画

道路整備プログラム

・Ⅴ-２-(４)-１

2009～

・Ⅴ-1-(3)-３

市場を取り巻く環境変化と激化する市場間競争の中で、地域特性

を活かした戦略を立て、北部市場の今後の役割、新たな市場機能

のあり方を構築するため、2007年度に策定した基本構想を具現

化し、効率的な市場運営を実行していくための計画 2009

2010～2019

・Ⅴ-２-(2)

本市が有する映像・音楽等の地域資源を活かし、クリエイターの

創造活動の活性化と製造業、卸売・小売業などさまざまな業種に

おいてコンテンツを活用した事業展開の浸透を図り、市内産業を

活性化させるための計画 2009

2000～2010港湾区域及び臨港地区に関する将来像と展開方法及び空間利用に

ついて定め、港湾の開発、利用及び保全等の方針や、港湾の能力

などの計画的な取組を推進するための計画
1999

・Ⅴ-４

200８～201４

・Ⅴ-６-(２)

都市の骨格を形成し、円滑な都市活動を支える幹線道路の整備を

効率的・効果的に推進するための計画

2007

・Ⅱ-１-(４)-５

・Ⅴ-２-(２)-１

将来需要に基づく適正な事業規模とすることを基本に、施設及び

執行体制のあり方、環境への配慮などについて、中長期的な構想

に基づき効率的で効果的な事業執行を確保するための計画
2010

2011～2013

・Ⅴ-１-(１)-⑤

中長期展望の実施計画として、健全な経営基盤の確立のため、適

正規模の給水能力に見合う施設整備や事業執行体制の再編などの

取組を推進するための計画
2010

2011～2013

・Ⅴ-１-(３)

・Ⅵ-１-(１)

・Ⅴ-１-(１)-⑤

1996～2025

1996

2009～2018

2008

2007

2008～2017

・Ⅳ-３-(４)

・Ⅴ-１、Ⅴ-２、Ⅴ-３-(１)、Ⅴ-４-(１)

・Ⅵ-１-(１)

2005～2014

関連する政策領域

2005～2014

計画名及び計画概要

・Ⅴ-１-(１)-③、④、Ⅴ-２-(４)

2004

・Ⅴ-４-(４)、(５)

2010

新たな地域産業構造の構築による地域経済の活力の増進、国際的

な交流拠点・機能の整備、交通体系の整備などによる臨海部の再

編整備に向けた取組を推進するための計画

市民生活支援産業の振興、高度研究開発・生産都市への展開、国

際経済・技術交流などにより、国際産業創造都市として成熟する

ことを目標として、産業政策全般を推進するための計画

高度な産業技術の蓄積、研究開発機能・人材の集積を活かしなが

ら、先端科学技術分野の研究開発の促進や連携基盤の強化、科学

技術教育の充実を図るための計画

地域生活のコアとなる商業への転換、まちづくりの観点による商

業環境づくり、魅力ある商業集積の形成などへの取組により、市

内の地域商業の活性化を図るための計画

知的財産を活用した産業振興の基本的な方向性を定め、企業・大

学・市民・行政の各々の役割を明らかにし、また、戦略的・体系

的な施策群としての「知的財産戦略推進プログラム」を構築し、

着実に実施していくための計画 2007

2008～2017

「自立」を基本テーマとした本市独自の福祉製品の基準である

「かわさき基準（ＫＩＳ）」の推進など、少子高齢社会化、市民

ニーズの変化及び社会環境の変化に応じた新たな産業として福祉

産業を振興するための計画
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基本政策Ⅵ「個性と魅力が輝くまちづくり」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本政策Ⅶ「参加と協働による市民自治のまちづくり」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画期間

策定・改定年度

第2次川崎市情報化基本計画

・Ⅶ-３-(１)

参加型の地域ネットワーク社会の構築、情報環境の変化に対応し

た地域産業の活性化と高度化、市民本位の行政システムの構築な

どをめざし、情報化施策を総合的に進めるための計画

計画名及び計画概要 関連する政策領域

2006～2015

2006

計画期間

策定・改定年度

観光振興プラン

シティセールス戦略プラン

文化芸術振興計画

多摩川プラン

計画名及び計画概要

2005

・Ⅵ-１-(１)

かわさきというまちに誇りと愛着を持ち、かわさきの良さを広く

紹介するなど、人々が集い・交わる魅力的なまちづくりを効果的

に推進するための計画

2005～2014

2007～2015

・Ⅵ-３-(１)

市民の心のふるさとと呼べる多摩川を市民共有の財産としてとら

え、より豊かな河川空間の創出をめざして、市民協働による、よ

り魅力的で豊かな多摩川を持続的に育んでいけるしくみづくりを

推進するための計画 2007

市民一人ひとりが川崎に愛着を持ち、胸を張って誇れる都市とな

るよう、都市イメージの向上をめざして、川崎の魅力を育て発信

するシティセールス戦略の基本的な方向性を明らかにするための

計画

・Ⅵ-１-(５)-①

・Ⅵ-２-(１)、(２)

2008

文化創造、情報の発信、人材育成を基本目標として、文化芸術を

持続的に振興するしくみづくりと文化芸術活動を通じたまちづく

りを進めるための計画

関連する政策領域

2008～2013

2005～2014

2004
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